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Tax Analysis 
 

租税関係の立法化——中華⼈⺠
共和国印紙税法に関する概要分
析 
 
2021年 6月 10日、第 13期全国⼈⺠代表⼤会常務委員会第 29回会議にて「中華
⼈⺠共和国印紙税法」（以下「印紙税法」）が可決された。「印紙税法」は 2022年 7
月 1日から施行される。これに伴い、1988年 8月 6日に国務院より公布された「中華人
⺠共和国印紙税暫定条例」（以下「暫定条例」）は廃止される。 
 
財政部と国家税務総局は 2018年 11月 1日に「中華⼈⺠共和国印紙税法（意⾒
募集稿）」（以下「意見募集稿」）を公布し、パブリックコメントを実施した。2021年 2
月 27日に「中華⼈⺠共和国印紙税法（草案）」（以下「草案」）が、第 13期全国
⼈⺠代表⼤会常務委員会第 26回会議にて初めて提出され、審議が行われた。今回可
決された「印紙税法」は、現行の印紙税制度の枠組みを全体的に維持すると同時に、納
税者の税負担を軽減するために課税物件と税率の簡素化・統合を実施し、現行税制に
対して経済の現状に基づく一部の調整を行ったものとなっている。「印紙税法」の公布によ
り、中国に存在する 18の税目のうち、12の税目の立法化が完了しており、租税関係の
立法化が更に前進した。 
 
「印紙税法」のキーポイント 
 
「印紙税法」の規定上「印紙税は中国国内で作成された課税物件、証券取引を行う組
織及び個人に課される税目であり、国外で作成され中国国内で課税物件を利用する組
織及び個人も、法律に基づいて印紙税を納付しなければならない」と定められている。 
 
暫定条例などの現行の規定と比べて「印紙税法」は、全体的に現行税制の枠組みと税
負担の水準に関して、ほぼ現状を維持している。課税文書などの課税対象、及び税率に
関する規定の両者の比較は下表の通りである。 
 
 

 
Authors： 
 
Charles Gong 
Partner 
Tel：+86 10 8520 7527 
Email：charlesgong@deloitte.com.cn 
 
Xiying Gao 
Manager 
Tel：+86 371 8897 3700  
Emai：xygao@deloitte.com.cn 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

Tax 
Issue P342 – 2021年 6月 16日 
日本語翻訳版 

mailto:charlesgong@deloitte.com.cn
mailto:xygao@deloitte.com.cn


2 
 

 

「印紙税法」 「暫定条例」などの現行規定 
課税対象 課税標準と税率 課税対象 課税標準と税率 

契約書（書面契約書を指す）  
金銭消費賃借
契約書 1 

借入金の 0.005% 
金銭消費賃借契約
書 

借入金の 0.005% ファイナンスリース
契約書 

リース料の 0.005% 

売買契約書 2 代金の 0.03% 売買契約書 取引額の 0.03% 
請負契約書 報酬の 0.03% 加工請負契約書 加工又は請負収入

の 0.05% 

建設工事契約
書 

代金の 0.03% 

建設工事地質調査
設計契約書 

費用請求額の
0.05% 

建築据付工事請負
契約書 

請負額の 0.03% 

運送契約書 3 運送費の 0.03% 貨物運送契約書 運送費の 0.05% 
技術契約書 4 代金、報酬あるいは使

用料の 0.03% 
技術契約書 記載額の 0.03% 

賃貸契約書 賃借料の 0.1% 財産賃貸契約書 賃借料の 0.1%、た
だし 1元を下回らな
い 

商品保管契約
書 

保管料の 0.1% 

倉庫保管契約書 
倉庫保管費の
0.1% 倉庫保管契約

書 
倉庫保管費の 0.1% 

財産保険契約
書 5 

保険料の 0.1% 財産保険契約書 保険料収入の
0.1%6 

権利譲渡文書 7 
土地使用権譲
渡文書 

代金の 0.05% 

権利譲渡文書 記載額の 0.05% 

土地使用権、建
物などの建築物
と構築物の所有
権譲渡文書 8 

代金の 0.05% 

持分譲渡文書 9 代金の 0.05% 
商標権、著作
権、特許権、専
有技術使用権
の譲渡文書 

代金の 0.03% 

営業帳簿 
営業帳簿 払込資本金（株式資

本）と資本積立金の
合計額の 0.025% 

営業帳簿 払込資本金（株式
資本）と資本積立
金の合計額の
0.025%10 

 権利、許可証明書
11 

一件当たり 5元 

証券取引 取引額の 0.1% 証券取引 取引額の 0.1% 
 
注： 
1金銭消費賃借契約書とは、銀行業金融機関及び国務院銀行業監督管理機関の承認を
得て設立されたその他の金融機関と借入者との間で締結される金銭消費賃借契約書のみ
（銀行間取引を含まない）を指す。 
2売買契約書とは、動産の売買契約書（個人で作成した動産の売買契約書を含まない）を
指す。 
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3運送契約書とは貨物運送契約書及び複合一貫輸送契約書（パイプライン輸送契約書を含まない）を指す。 
4技術契約書には、特許、専有技術使用権の譲渡文書を含まない。 
5損害保険契約書には再保険契約書を含まない。 
61990年 7月より、税率は保険金額の 0.003%から保険料収入の 0.1%に変更されている。 
7ここでいう譲渡には、売却（販売）、相続、贈与、スワップ、分割を含む。 
8土地使用権、建物等の建築物、構築物の所有権の譲渡文書には土地請負経営権と土地経営権譲渡を含まない。 
9持分譲渡文書には、証券取引印紙税を含まない。 
102018年 5月より、0.05%税率を適用する資金帳簿に対しては印紙税を半減して徴収し、一冊当たり 5元の印紙税を徴収するその他の帳簿
に対しては印紙税が免除される。 
11権利、許可証明書には不動産権利証明書、営業許可証、商標登録証、特許証書を含む。 
 
課税対象 
 
• 「金銭消費賃借契約書」として印紙税を徴収してきた「ファイナンスリース契約書」を、新たに課税物件として追加した。税率と課税標

準の変更はない。 
• 一部の課税物件の表現は「中華⼈⺠共和国⺠法典」における契約書関係の表現と一致している。例えば「売買契約書」の中国語
表現は「購銷合同」から「買売合同」に、「加工・請負契約」は「請負契約」に変更されていることが挙げられる。 
「建設工事地質調査設計契約書」と「建設据付工事請負契約書」は「建設工事契約書」として統合された。 
「貨物運送契約書」は「運送契約書」に、「財産賃貸契約書」は「賃貸契約書」に変更された。 
「倉庫保管・商品保管契約書」は「商品保管契約書」と「倉庫保管契約書」に分割された。 
これにより、課税物件の定義がより明確になり、契約書の類型に関する認識の違いに起因する適用税率関連の論争の回避に有効と
なる。 

• 「権利譲渡文書」は「土地使用権の譲渡文書」「土地使用権、建物などの建築物・構築物の所有権の譲渡文書」「持分の譲渡文
書」「商標専用権、著作権、特許権、専有技術使用権の譲渡文書」に細分化されている。 

• 「証券取引」を課税対象とし、その取引対象は株式のほか、株式を裏付けにして発行された預託証券が追加された。 
• 課税物件から「権利、許可証明書」「その他の会計帳簿」を削除した。 
 
税率 
 
• 請負契約書、建設工事契約書、運送契約書の適用税率を 0.05%から 0.03%に引き下げた。 
• 「賃貸契約書」の適用税率を 0.1%に設定し、「1元未満の税額は 1元で印紙税を徴収する」という規定を削除した。 
• 財税[2018]50号通達における「資金帳簿に対して印紙税を半減して徴収し（適用税率は 0.025%）、その他の帳簿に対しては印
紙税を免除する」という政策を取り入れ、法律として規定した。 

• 「権利譲渡文書」の中の「商標専用権、著作権、特許、専有技術使用権の譲渡文書」の適用税率を 0.05%から 0.03%に引き下
げた。 

 
課税標準 
 
「印紙税法」上、印紙税の課税標準は増値税込みであるか否かについて、立法化により明確になった。課税対象となる契約書及び権利
譲渡文書に係る印紙税の課税標準は、契約書に記載された金額であり、記載された増値税の金額を含まない。 
 
また、課税対象となる契約書・権利譲渡文書に金額が明記されていない場合、及び証券譲渡取引において譲渡価格の約定がない場合
などの特殊なケースにおける課税標準の決定方法が定められた。規定により、課税対象となる契約書・権利譲渡文書に金額が明記されて
いない場合には、実際に決済された金額に基づき印紙税の課税標準を確定する。前項の規定上、課税標準が明らかでない場合には、契
約書・権利譲渡文書が作成された時点での市場価格に基づき課税標準を確定する。法により政府指定価格又は政府指導価格を実施
すべき場合には、国の規定に基づき確定する。証券譲渡取引に譲渡価格が設定されていない場合には、譲渡登録手続きを行った時点の
前取引日の証券終値に基づき課税標準を確定し、終値がない場合には、有価証券の額面金額に基づき課税標準を確定する。 
 
減免税措置 
 
「暫定条例」と比べて、「印紙税法」は様々な租税文書に散在していた免税規定を整理・統合する上で、減免税の適用対象となるシナリ
オを定める条項の追加を通じて、租税政策の確実性を高めると同時に、⺠⽣重視や時代の変化に適応する姿勢を示した。例えば、農
家・家庭農場・農家専業合作社・農村集体経済組織・村⺠委員会が農業⽤⽣産⼿段を購⼊する際、又は自家生産の農産品を販売
する際に締結する売買契約書と農業保険契約書に対する印紙税は免除されることが挙げられる。また、近年の電子商取引の発展動向
に対応し、「印紙税法」上、個人と電子商取引事業者間で締結される電子注文書に対する印紙税は免除されることが挙げられる。 
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「印紙税法」上、全国⼈⺠代表⼤会常務委員会への届出を前提に、住⺠の住宅需要の保障、企業の形態変更・再編、破産、中小・
零細企業の発展支援などに適用される印紙税の減免規定について定める権限は国務院が有すると定めた。 
 
納税方式及び期限 
 
「印紙税法」上の印紙税の徴収方法について、印紙貼付方式又は税務当局が法律に基づきその他の納税済証明書を発行する方式を
採用することが規定されている。現行の印紙貼付方式は廃止されていない。ただし「暫定条例」と比べて、「印紙税法」上「課税額が 0.1
元未満の場合、印紙税を免除する。課税額が 0.1元以上の場合、課税額の末尾の数字が 0.05元未満であれば計上せず、0.05元以
上であれば 0.1元で計算して納付する」という規定が廃止された。 
 
「印紙税法」上の納税期限について、四半期ごと、年ごと、又はその都度納付する旨が規定されている。四半期ごと若しくは年ごとに納付
する場合、納税者は四半期若しくは年度の終了日から 15日以内に印紙税を申告・納付しなければならない。その都度納付する場合、
納税者は納税義務発生日から 15日以内に印紙税を申告・納付しなければならない。証券取引の場合、源泉徴収義務者（証券登記
決済機構）は源泉徴収した印紙税を週ごとに（毎週の終了日から 5日以内に）申告し、源泉徴収した印紙税及びその利息を納付す
る必要がある。 
 
課税地 
 
「印紙税法」上、課税地が明確に定められた。納税者が組織単位である場合、その設立地の所轄税務当局に印紙税を申告・納付し、
納税者が個人である場合、課税物件の作成地又は納税者の居住地の所轄税務当局に印紙税を申告・納付しなければならない。不動
産の権利を譲渡する場合、納税者は不動産所在地の所轄税務当局に印紙税を申告・納付しなければならない。 
 
徴収管理 
 
「印紙税法」によると、納税者が外国の組織単位又は個人であり、中国国内に代理人を有する場合、中国国内の代理人が源泉徴収義
務者となり、中国国内に代理人を持たない場合には、納税者が自ら印紙税を申告・納付しなければならないと規定されている。その具体
的な納付方法については、国務院所属の税務関係の行政機関により定められる。また、「印紙税法」上、証券登録決済機関は証券取
引に係る印紙税の源泉徴収義務者であると規定されている。 
 
「暫定条例」との相違点として、「印紙税法」では、印紙税にのみ適用される具体的な罰則は設けられていないことが挙げられる。「納税者、
源泉徴収義務者、税務機関及びその職員が印紙税法の規定を違反する場合、租税徴収管理法と関連の法律法規に基づき法的責任
を追及する」と明確に定められた。 
 
デロイトの考察 
 
証券取引にかかる印紙税 
 
「印紙税法」が可決される前に、一部の市場関係者から証券取引にかかる印紙税の廃止・軽減を求める声があった。これまで証券取引に
係る印紙税の調整が行われた直後の株式市場の状況から、株式市場が印紙税政策の調整に対して敏感となっていることが窺える。証券
取引に係る印紙税に関する施策方針の方向性は、常に業界の注目を集めている。今回公布された「印紙税法」上、「証券取引」は課税
対象とし、その取引対象に株式を裏付けにして発行された預託証券が追加されている。なお、税率は 0.1%に維持されている。「印紙税
法」上「証券取引に係る印紙税は、証券取引の譲渡人に課税し、譲受人には課税しない」と規定されている。 
 
「印紙税法」第 16条において、証券取引に係る印紙税は週ごとに納付し、証券取引に係る印紙税の源泉徴収義務者は、毎週の終了
日から 5日以内に、印紙税と銀行で決済した利息を申告・納付しなければならないと規定されている。そのうち「毎週の終了日」という表
現は、起算時点について異なる解釈を生む可能性が想定される（例：毎週金曜日から起算するか、毎週土曜日若しくは日曜日から起
算するか）。印紙税の週ごとに納付する場合の起算時点については、引き続き明確化が待たれる。 
 
国外で作成され中国国内で利用する課税文書 
 
実務上「国内企業が国外企業と技術契約を締結する際に、国内企業が印紙税を納付する必要があるか否か、国内企業が源泉徴収と
納付の義務を負うか否か」など、国外で作成された課税文書に対する印紙税の納税義務の有無について、異なる見解が存在する。この点
について「印紙税法」上、国外で作成された課税文書を中国国内で利用する組織と個人は、法に従い印紙税を納付しなければならないと
規定されている。納税者が国外の組織単位や個人である場合、その国内代理人が源泉徴収義務者となり、国内代理人がいない場合に
は、納税者は国務院所属の税務関係の行政機関の規定に従い、自ら申告・納付しなければならない。そのうち「国内で使用する」「国内
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代理人」などの定義については、更なる明確化が待たれる。将来、国内代理人がいない場合に納税者が自ら印紙税を申告・納付するた
めの具体的な方法について、税務当局から規定が公布されることが期待される。 
 
パートナーシップ企業による出資に対する印紙税上の税務処理 
 
「印紙税法」第 5条において、企業の課税帳簿の課税標準は、帳簿に記載されている払込資本（株式資本）・資本積立金の合計額
であると規定されている。この規定は、払込資本・資本積立金科目を設定した法人制企業は適用できることが明らかであるが、パートナーシ
ップ企業の営業帳簿に対して、この規定を適用すべきか否か、どのように適用すべきかについては、明確に定められていない。パートナーシップ
企業の場合、現在、科目の設定に関する規定がなく、パートナーの出資に対して「払込資本」と「資本積立金」などの勘定科目を設定せず
に、「パートナー出資」や「パートナー資本」などの勘定科目に計上するのが一般的な処理である。「印紙税法」において、パートナーシップ企業
の営業帳簿設定について明確に規定されておらず、パートナーシップ企業の営業帳簿が「印紙税法」の課税対象に含まれるか否かについて、
今後、更なる明確化が待たれる。 
 
課税標準に増値税が含まれるか否か 
 
「印紙税法」第 5条において、「課税対象となる契約書及び権利譲渡文書にかかる印紙税の課税標準は、契約書に記載された金額で
あり、記載された増値税の金額を含まない」と規定されている。しかし「印紙税法」上、「増値税の金額が記載されていない」場合の取り扱
いについて、明確に規定されていない。これに起因して、異なる見解を生む可能性がある。例えば「上述の状況に起因して、納税者が課税
対象となる契約書及び権利譲渡文書に増値税の金額を別途記載していない場合、増値税の金額を含む全額に対して印紙税を計算し
納付しなければならない事態にまで発展する可能性がある」という見解が存在する一方で、反対の意見も存在することが挙げられる。実務
上、納税者が契約書を作成する際に、代金と増値税の金額を区分して明記することが推奨される。 
 
租税回避防止条項 
 
企業所得税法と個人所得税法はいずれも、立法の段階で一般的租税回避防止規定（「GAAR（general anti-avoidance 
rule）」）が導入されている。すなわち、合理的な事業目的のない取引アレンジに対して納税調整を行う権限が税務当局に与えられてい
る。また、最近可決されたその他の税法にも、租税回避防止の性質を有する規定が導入された。例えば、2021年 9月 1日に施行される
「中国⼈⺠共和国契約税法」の第 4条において、納税者が申告した取引価格やスワップスプレッドが著しく低く、かつ正当な理由がない
場合、税務機関が「中国⼈⺠共和国租税徴税管理法」の規定に従い、その価格を査定する」と規定されていることが挙げられる。 
 
実務上、税務機関が企業所得税、個人所得税の観点から納税者に対して租税回避防止調整を実施する場合、又はその他の税目の
観点から上述の査定を実施する場合、税目間の整合性を考慮して、印紙税に対しても同時に調整を行う可能性がある。今回可決された
「印紙税法」においては、類似の租税回避防止規定が導入されていないため、上述の状況に際して、税務機関による印紙税関係の納税
調整に法的根拠があるか否か、また、税務機関が租税徴税管理法の関連規定に基づき納税調整を実施する可能性があるか否か、議
論の余地があると考えられる。 
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